
長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、狩猟免許の取得等の促進を図り、もって地域の有害鳥獣

捕獲活動の担い手を確保し、農作物被害の防除に資することを目的として、

狩猟免許の取得等に要する経費に関し、予算の範囲内において補助金を交付

することについて、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において「狩猟免許」とは、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟

の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）第３９条第２項に規定す

る網猟免許、わな猟免許、第一種銃猟免許及び第二種銃猟免許をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付対象者は、農作物被害の防除のために地域の有害鳥獣の

捕獲活動に従事する意思のある者で、次の各号に掲げる条件を全て満たすも

のとする。

⑴ 補助を受けようとする年度に狩猟免許を取得していること。

⑵ 本市に拠点を置いて活動する猟友会に入会していること。

⑶ 本市に拠点を置いて活動する猟友会から、補助金を交付した翌年度から起

算して３年以上の活動をする地域の有害鳥獣捕獲活動の担い手として推薦

を受けていること。

（補助対象経費）

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、狩

猟免許の取得等に要する経費のうち、次の各号に掲げる経費とする。

⑴ 狩猟免許申請手数料

⑵ 医師の診断書発行手数料

⑶ 狩猟免許試験の講習会受講料、テキスト代及び例題集代

⑷ 本市に拠点を置いて活動する猟友会の入会金

⑸ 狩猟者登録手数料（狩猟免許を取得した年度の登録手数料のみ対象）

（補助金の額等）

第５条 補助金の額は、補助対象経費の合計額とする。ただし、当該額に千円



未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、補助金の額は３万円を限度とする。

（交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、長久

手市狩猟免許取得支援事業補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）に

次の各号に掲げる書類を添えて、狩猟免許を取得した年度の３月３１日まで

に市長に提出しなければならない。

⑴ 補助対象経費に係る領収書の写し

⑵ 狩猟免状の写し

⑶ その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の交付申請を先着順に受け付けるものとし、申請額の合計が

当該年度の予算の範囲を超えるときは、受付を停止するものとする。

（交付の決定等）

第７条 市長は、前条の規定による交付申請があったときは、その内容を審査

の上、補助金の交付を適当と認めたときは、交付の決定及び補助金の額の確

定をし、長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付決定通知書兼確定通知書

（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。

２ 補助金の交付を受けた者は、補助金を交付した翌年度から起算して３年間

は、長久手市狩猟免許取得支援事業活動実績報告書（様式第２－１号）を市

長に提出しなければならない。

３ 市長は、補助金の交付の目的を達成するために必要と認めるときは、前項

の交付の決定に条件を付することができるものとする。

（交付決定の除外要件）

第８条 第３条の規定にかかわらず、市長は、申請者が次の各号のいずれかに

該当するときは、補助金の交付の決定をしないことができる。

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団

員ではないが同条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関

係を持ちながらその組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以

下「暴力団関係者」という。）であると認められるとき。



⑵ 暴力団の威力若しくは暴力団員若しくは暴力団関係者（以下「暴力団員等」

という。）又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人

等（法人若しくは団体又は個人をいう。以下同じ。）を利用するなどしてい

ると認められるとき。

⑶ 暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的

に関与している法人等に対して資金を供給し、又は便宜を供与するなど暴力

団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。

⑷ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。

（交付申請の取下げ）

第９条 第７条第１項の通知を受けた申請者は、当該通知に係る交付決定の内

容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日から１

５日以内に交付申請を取り下げることができる。ただし、次条で定める請求

書を市長に提出した以後は、交付申請を取り下げることはできない。

２ 交付申請の取下げがあったときは、当該交付申請に係る補助金の交付の決

定はなかったものとみなす。

（補助金の交付）

第１０条 第７条第１項の通知を受けた申請者が補助金の交付を受けようとす

るときは、速やかに長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付請求書（様式

第３号）を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の請求書が提出されたときは、遅滞なく補助金を交付するも

のとする。

（帳簿等の整備及び保存）

第１１条 申請者は、補助対象経費に係る帳簿を備え、その収入額及び支出額

を記載するとともに、その内容を証する書類を整備し、補助金の交付を受け

た年度の翌年度から起算して５年間、これを保存しておかなければならない。

（申請者の責務等）

第１２条 申請者は、有害鳥獣の捕獲活動の実施に当たって、危険及び損害の

防止に努めなければならない。

２ 前項の捕獲活動の実施により損害が発生した場合において、市は、その責



めを負わないものとする。

（交付の決定の取消し又は補助金の返還）

第１３条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部

若しくは一部を、長久手市狩猟免許取得支援事業補助金返還命令通知書（様

式第４号）により、返還させることができる。

⑴ この要綱又は補助金の交付の決定をするときに付した条件若しくは市長

の指示に違反したとき。

⑵ 偽りその他の不正な行為により補助金の交付を受けたとき。

⑶ 第８条各号のいずれかに該当したとき。

⑷ その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。

（委任）

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年１２月１日から施行する。



様式第１号（第６条関係）

年 月 日

長久手市長 殿

住所

氏名

生年月日 年 月 日

電話 － －

長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付申請書兼実績報告書

年度における長久手市狩猟免許取得支援事業について、補助金の交付を

受けたいので、長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付要綱第６条の規定に

より、関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助金交付申請額

金 円

２ 添付書類（チェック欄：☑を入れて下さい）

□ 補助対象経費に係る領収書の写し

（注）顔写真代、猟友会年会費、狩猟税、保険料等を除く。

□ 狩猟免状の写し

３ 事業の目的

狩猟免許（□網猟、□わな猟、□第一種銃猟、□第二種銃猟）の取得により、

地域の有害鳥獣捕獲活動の担い手として、農作物被害の減少に寄与することを

目的とする。



４ 経費負担区分

（注）補助上限３０，０００円

５ 本市に拠点を置いて活動する猟友会の推薦

有害鳥獣による農作物被害防除対策を実施するため、 猟友会の会員で

ある を地域の有害鳥獣捕獲活動の担い手として３年以上従事

することを見込み推薦します。

年 月 日

猟友会 会長 印

６ 有害鳥獣捕獲活動に従事する意思の確認

私は、有害鳥獣による農作物被害防除対策のために、地域の有害鳥獣捕獲活

動に３年以上従事することを誓います。

年 月 日 印

補助対象経費区分 経 費
補助見込額

（千円未満切捨）

狩猟免許申請手数料

（顔写真代を除く。）
円

医師の診断書発行手数料 円

狩猟免許試験の講習会受

講料、テキスト代及び例題

集代

円

本市に拠点を置いて活動

する猟友会の入会金

（年会費を除く。）

円

狩猟者登録手数料

（狩猟免許を取得した年

度の登録手数料のみ対象）

（狩猟税、保険料を除く。）

円

合 計 円 ０００円



様式第２号（第７条関係）

第 号

年 月 日

様

長久手市長 印

長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付決定通知書兼確定通知書

年 月 日付けで交付申請のあった 年度長久手市狩猟免許取

得支援事業について、長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付要綱第７条の

規定により、下記のとおり決定します。

記

１ 補助金の額

金 円

２ 交付方法

指定口座（申請者名義の個人口座）に振込み

３ 交付条件

特になし



様式第２－１号（第７条関係）

年 月 日

長久手市長 殿

住 所

氏 名

電 話

長久手市狩猟免許取得支援事業活動実績報告書

年 月 日付け 第 号で確定通知のあった長久手市狩猟免許取

得支援事業について、下記のとおり活動しましたので報告します。

記

有害鳥獣捕獲の活動内容

※補助金を交付した翌年度から起算して３年間は、毎年度末までに提出してく

ださい。

実施日時 活動場所 活動内容の詳細

月 日

： ～ ：

月 日

： ～ ：

月 日

： ～ ：

月 日

： ～ ：

月 日

： ～ ：

月 日

： ～ ：



様式第３号（第１０条関係）

年 月 日

長久手市長 殿

住所

氏名 印

電話 － －

長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付請求書

年 月 日付け 第 号で確定通知のあった長久手市狩猟

免許取得支援事業補助金について、長久手市狩猟免許取得支援事業補助金交付

要綱第１０条の規定により、下記のとおり請求します。

記

１ 請求額

２ 補助金の振込先

（注）口座は申請者名義の個人口座を記入

円

金 融

機 関 名

銀 行 本店

信用金庫 支店

農 協 支所

口 座 普通・当座

フ リ ガ ナ

口座名義人



様式第４号（第１３条関係）

第 号

年 月 日

様

長久手市長 印

長久手市狩猟免許取得支援事業補助金返還命令通知書

年 月 日付け 第 号で確定通知のあった長久手市

狩猟免許取得支援事業補助金について、下記のとおり返還を命じます。

記

１ 返還命令額

金 円

２ 返還期限

年 月 日

３ 交付確定額

金 円

４ 返還命令理由


